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全体像を俯瞰することを目的とする。主な内容は次の通りである。第 1 節では、中国 IC 産
業の売上高、国内市場、国際貿易に関する統計データを用い、その基本的な発展概況を明ら




















（SMIC）の 2 社を取り上げた。Huawei の半導体子会社である HiSilicon は、近年成長著し
い中国ファブレス業界の Top 企業であり、同時に、世界ファブレス売上高 Top 10 の中にも
ランクインしている。技術開発力でも、既に世界の最先端グループの中に入っており、その
ことが、スマートフォン用 IC チップの開発を例として示される。他方、SMIC は、中国 IC
製造業で内資としては最大の企業で国内主力ファウンドリでもあるが、データに基づいて























第 4 節 主要企業の分析...........................................................................................................22















国の IC 産業は、細かくは、設計業、製造業（含ファウンドリ）、1 パッケージ＆テスト業の
3 部門に分けられるため、本稿でも適宜各部門のデータを提示する。主な内容は、次の通り




各部門の売上高上位企業の構成や市場集中度などについて検討する。第 4 節は、中国 IC 産
業を代表すると目される主要企業（HiSilicon と SMIC）の事例分析を行い、産業統計の分析
だけでは分からない産業の担い手の実像に迫りたい。第 5 節は、全体のまとめである。
第 1 節 中国 IC 産業の売上高、国内市場、国際貿易
本節では、中国 IC 産業の売上高、国内市場、国際貿易に関するデータを分析し、2000 年
代初頭以降の推移を解説する。
1.1 売上高と部門別比率
先ず、中国 IC 産業の 2000 年代初頭以降の売上高およびその成長率（対前年伸び率）の推
移をみてみよう。売上高は 2002 年の 268.4 億元（元＝人民元、以下同じ）から 2017 年の
5,411.3 億元へと 20.2 倍に増加している。2010 年代以降では、2011 年の 1,933.7 億元から
2017 年にかけて 2.8 倍の規模となっている（図 1）。成長率の推移をみると、2007 年までは
55.4％（2004 年）から 24.3％（2007 年）の間で非常に高い水準で推移し、世界金融危機の
影響があった 2008～09 年にマイナス成長を記録したが、その後は順調に回復し、2013 年以
降は 20％前後で安定的に推移している（図 2）。
                                                  
1 IC 製造業には、自社ブランドの CPU やメモリを製造する企業の他に、ファウンドリと呼ば
れる他社の半導体製品の受託製造（前工程）を行う企業も含まれる。
2図 1 中国 IC 産業部門別売上高の推移（単位：億元）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版）より筆者作成。
図 2 中国 IC 産業売上高の対前年伸び率推移（単位：％）
出所）図 1 と同じ。
図 1 では、棒グラフの内容を IC 産業の各部門に分けて描いているが、その比率を示した
のが図 3 である。大まかな推移をいえば、当初、相対的に労働集約的なパッケージ＆テスト



















32002 年の 17.6％から 2004 年に 33.2％と急増し、2010 年までは 30％台を維持したが、その
後は 20％台で推移している。設計業は、2002 年の 8.0％からほぼ一貫して伸び続け、2017 年
には 38.3％に達し、3 部門中で最大となった。
図 3 中国 IC 産業の部門別売上高比率の推移（単位：％）
出所）図 1 と同じ。
最後に、過去数年における、全世界 IC 産業売上高に占める中国 IC 産業売上高の割合を
示すと、10.1％（2011 年）→14.7％（2012 年）→16.6％（2013 年）→17.8％（2014 年）→21.5％
（2015 年）→23.1％（2016 年）→26.4％（2017 年）と年々着実に増加している（上海集成
電路行業協会, 各年版の 2016 年版, p. 75，2018 年版, p. 90）。
1.2 国内市場の規模と製品応用分野
中国国内の IC 市場の規模（IC 販売額）は、2001 年の 1,260.0 億元から 2017 年の 14,250.5
億元へと 11.3 倍に拡大している。2010 年代以降では、2011 年の 8,065.6 億元から 2017 年に















4図 4 中国 IC 市場の規模と成長率（単位：億元，％）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版の 2007 年版，2008 年版，2009
年版，2011 年版，2013 年版）より筆者作成。
次に、中国 IC 市場における応用分野（IC がどのような最終製品に使用されたか）につい
てみてみよう。図 5 は、主要な応用分野の比重が 2007 年から 5 年おきに如何に変化したか
を示している。先ず目を引くのは、元々最大の応用分野であったコンピュータの比重が、























5図 5 中国 IC 市場の応用分野の比率（単位：％）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版の 2008 年版，2013 年版）よ
り筆者作成。
1.3 国際貿易
中国 IC 産業の国際貿易の状況をみてみよう。図 6 は、2004 年以降の IC の輸出入の値と
その差額（輸入－輸出）を示している。一貫して大幅な入超の状態が続いており、上述のよ
うに近年中国 IC 産業売上高の世界における比重が急増しているにもかかわらず、依然大き
な入超を記録している。例えば、輸入額が輸出額の何倍かでいえば、2004 年の 6.2 倍、2011
































6図 6 中国 IC 産業の輸出入額の推移（単位：億米ドル）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版の 2008 年版，2010 年版，2012
年版）より筆者作成。
図 7 輸出入品 IC チップの平均単価（単位：米ドル）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版の 2010 年版，2012 年版）よ
り筆者作成。

























中国 IC 産業売上高の主要地域ごとの数値を、データの得られた 2007 年から 2、3 年ごと
に示したのが図 8 と図 9 である。先ず図 8 について、2007 年と 2015 年の数値を比較する
と、売上高全体で 2.9 倍（1,251.5 億元→3,609.8 億元）となっている。地域ごとにみると、
長江デルタが 1.7 倍（930.5 億元→1,624.3 億元）、北京・天津・環渤海が 3.8 倍（208.0 億元
→794.2 億元）、珠江デルタが 9.0 倍（72.0 億元→649.8 億元）、中西部・その他が 13.2 倍（41.0
億元→541.5 億元）となっており、特に珠江デルタと中西部・その他の伸びが大きいことが
分かる。
図 8 中国 IC 産業売上高の地域別数値（単位：億元）
出所）上海集成電路行業協会（各年版の 2008 年版, 2012 年版, 2014 年版, 2017 年版）より筆者作成。
2012 年と 2015 年の間に限っても大幅な増加がみられる。売上高全体で 1.7 倍（2,158.5 億
元→3,609.8 億元）、長江デルタが 1.2 倍（1,387.8 億元→1,624.3 億元）、北京・天津・環渤海
が 2.1 倍（380.7 億元→794.2 億元）、珠江デルタが 2.7 倍（236.7 億元→649.8 億元）、中西部・
その他が 3.5 倍（153.3 億元→541.5 億元）となっており、やはり珠江デルタと中西部・その
他の伸びが相対的に大きいことが見て取れる。
次に図 9 は、売上高の地域別の割合を示したものである。2007 年時点では長江デルタが
74.4％と圧倒的な比重であったが、次第に低下し、2015 年には 45.0％となっている。その
























2007 2010 2012 2015
長江デルタ 北京・天津・環渤海
珠江デルタ 中西部・その他
8から 15.0％へと大きく増えている。北京・天津・環渤海は 16.6 から 22.0 へと比較的変化が
小さい。








年から 2017 年への変化は、長江デルタ 40.1％→34.0％、北京・天津・環渤海 23.7％→21.0％、
珠江デルタ 29.8％→35.0％、中西部 6.4％→10.0％であった（2013 年の数値は、上海集成電
路行業協会, 各年版の 2014 年版, p. 42）。
各部門の地域分布の特徴についてもう少し敷衍しよう。先ず、設計業の売上高（2017 年）
については、都市別にみると、深圳（579.2 億元）、上海（376.9 億元）、北京（365.0 億元）
の 3 市が群を抜いている。設計業総売上高に占める比率で、深圳 29.8％、上海 19.4％、北京
18.8％、3 都市合計で 67.9％である（中国電子信息産業発展研究院, 2018, pp. 72-73〔元ソー
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2007 2010 2012 2015
長江デルタ 北京・天津・環渤海
珠江デルタ 中西部・その他




出所）中国電子信息産業発展研究院（2018, pp. 72, 92, 101）より引用。
次に、製造業（含ファウンドリ）の生産能力の地域分布をより詳細にみると、表 1 のよう




























ルタが圧倒的である。最新鋭の 12 インチ生産ラインに限ると、長江デルタ 47.4％、北京・
天津・環渤海 25.0％、珠江デルタ 0.0％、中西部 27.6％となる。長江デルタはここでも最大
だが、合計値の場合と比べると比率がやや低下しており、最新鋭の工場は北京や中西部にも
分散していることが分かる。






上海市は、中国 IC 産業の重鎮ともいうべき都市で、2017 年の同市の IC 産業売上高は、
全中国の 21.8％を占めている（中国電子信息産業発展研究院, 2018, p. 38 と p.146 のデータ
より計算）。図 11 は 2010～17 年における同市の IC 産業売上高の推移を示している。
図 11 上海市の IC 産業売上高とその成長率の推移
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018, p.146）の図 9-1 を引用。
4インチ 5インチ 6インチ 8インチ 12インチ 合計
長江デルタ 8.6 14.0 48.5 60.6 27.5 159.2
北京・天津・環渤海 7.3 1.5 7.0 4.0 14.5 34.3
珠江デルタ 2.5 3.5 13.3 3.0 0.0 22.3
中西部 3.0 0.0 4.7 9.0 16.0 32.7
































上海市は、図 12 にみられるように、IC 産業の各部門（とりわけ、設備・材料を除く 3 部
門）のバランスが比較的とれていることも特徴のひとつである。ただし、近年、急速に設計
業の比重が増大し、逆にパッケージ＆テスト業の比重が低減している。
図 12 上海市 IC 産業各部門の売上高の割合（単位：％）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018, p.147）（元ソースは、上海集成電路行業協会統計網，2018 年 3
月）の表 9-1 より作成。
各部門についてみると、設計業の売上高では、上海市は中国全体の 21.1％を占める（上海
市集成電路行業協会, 2018, p. 179）。企業数は、2017 年で 116 社あり、うち売上高 1 億元以
上の企業が 50 社含まれる（同, p. 181）、主要企業としては、展訊通信（Spreadtrum）、鋭迪科
微電子（RDA microelectronics）（この 2 社は現在は買収・統合され清華紫光展鋭となってい
る）、華大半導体（HDSC）、格科微電子（GALAXYCORE）（上海）などがある。製造業の売








関を擁し、人材と研究開発面で優位性を持つ。211 工程大学が 24 校、985 工程大学が 8 校
で、2 全国の都市中で最多である。また、中国科学院および IC 関連研究機関の約 50％が北
                                                  













設計業 製造業 パッケージ＆テスト業 設備・材料業
12
京に立地し、IC 領域で招致した「千人計画」（海外ハイレベル人材招致計画、2008 年設立）
学者の相当部分が北京に来ている。図 13 は 2010～17 年における同市の IC 産業売上高の推
移を示している。2017 年の同市の IC 産業売上高は、全中国の 9.9％を占めている（中国電
子信息産業発展研究院, 2018, p. 38 と p.139 のデータより計算）。
図 13 北京市の IC 産業売上高とその成長率の推移
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018, p.139）の図 8-2 を引用（微修正を加えた）。
部門別では、2017 年の北京市 IC 産業売上高中の比率で、設計業が 66％、製造業が 22％、
パッケージ＆テスト業が 10％、設備・材料業が 2％であり、設計業が主体で製造業がこれに
次ぐことが分かる。北京市には、「海淀集成電路設計園」をコアとする IC 設計業集積地と





の 3 社がある（以上、中国電子信息産業発展研究院, 2018, pp. 135-140 より）。
（3）深圳市
深圳市には、2017 年時点で、IC 設計に従事する企業や機関が 100 社以上あり、うち 20 社
は売上高 1 億元以上である。IC 製造業は 3 社、パッケージ＆テスト業が 15 社で、IC 産業
                                                  






































深圳市は設計業が中心であり、同市の売上高は 2017 年に 579.2 憶元で、全中国の設計業
売上高の約 30％を占め、6 年連続で全国の都市中で最大である。同市政府は、毎年少なくと
も 5 億元規模の IC 設計業発展プロジェクト資金を投入し、世界の主要企業を吸引しつつ、
本土企業の自主創新をサポートしている。主要企業としては、Huawei 傘下の海思半導体
（HiSilicon）、ZTE 傘下の中興微電子技術（Sanechips）、匯頂科技（Goodix）、敦泰科技










トアップも多数登場し、IC 需要を下支えしている。そのため、同市の IC の応用分野は、以
前は通信機器とコンシューマ・エレクトロニクスが主であったが、近年は、低消費電力 SoC、
AI、情報セキュリティ、ディスプレイドライバ、指紋識別、バイオ、電源、スマート設備な
どへと広がっている（以上、中国電子信息産業発展研究院, 2018, pp. 157-163 による）。




先ず、IC 設計業の企業数の推移をみてみたい（図 14）。2000 年の 98 社から 2003 年には
463 社に増加し、その後数年はほぼその水準で推移し、2010 年頃から増加に転じ 2015 年に
は 736 社に至った。そして、2016 年に 1,362 社へと急増している。この背景には、2014 年
の「国家集成電路産業発展推進綱要」発布とそれに伴う優遇政策、留学帰国者による創業の
加速に加え、2015 年以来、各地方政府が各種優遇措置を講じて国内の既存設計企業に対し
て拠点開設を促したことがある（上海集成電路行業協会, 各年版の 2017 年版, p. 99）。
14
図 14 中国 IC 設計業の企業数推移（単位：社）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版の 2010 年版）より筆者作成。
図 15 中国 IC 設計業売上高における応用分野（単位：億元）
出所）上海集成電路行業協会（各年版の 2014 年版, 2016 年版, 2017 年版, 2018 年版）より筆者作成。
次に、中国の IC 設計業の売上高における応用分野（IC チップがどの最終製品で使用され
たか）についてみてみたい。図 15 は 2013～17 年の、各応用分野の売上高の推移を示してい








































ロニクス）では、この 5 年間に売上高が各々2.9 倍と 4.0 倍と急増している（売上高全体で
は 2.2 倍）。
図 16 は、売上高全体に占める各応用分野の比率を示したものである。2013 年と 2017 年
とを比べて、比率が伸びたのは通信（35.6％→46.2％）と消費電子（13.1％→23.2％）だけで、
他は大なり小なり比率を減じている。
図 16 中国 IC 設計業売上高における各応用分野の比率（単位：％）
出所）図 15 と同じ。
ここで、設計業における主要企業を具体的にみてみよう。表 2 は 2005～17 年の売上高上
位 10 社のリストを並べたものである。「華為技術（Huawei Technologies）」の半導体子会社
である「深圳市海思半導体（Shenzhen HiSilicon Technologies）」が 2008 年以降一貫してトッ
プの座にあり、また、「展訊通信（Spreadtrum Communications）」は 2010 年以降第 2 位の座
にある。ただし、展訊通信は 2013 年に「紫光集団（Tsinghua Unigroup）」によって買収され
た。また「鋭迪科微電子（RDA Microelectronics）」も 2014 年に紫光集団によって買収され、
2015 年以降は、これらを統合し「清華紫光展鋭（Tsinghua UNISOC）」の社名で掲載されて
いる。設計業は、後述する製造業（含ファウンドリ）やパッケージ＆テスト業と異なり、中











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































さらに、中国 IC 設計業における市場集中度の状況をみてみたい。図 17 は、2005 年以降
における売上高上位企業の業界総売上高に占める比重を、上位 10 社、上位 3 社、および Top
企業の各々について示したものである。上位 10 社の比重は、この十数年間 40％前後で推移
している。上位 3 社では、20％前後から 30％弱の範囲内にある。Top 企業の比重は、概ね十
数％で推移してきたが、最近数年は比重が増える傾向がみられる（2017 年で 17.4％）。
図 17 中国 IC 設計業における売上高上位企業の業界総売上高に占める比重（単位：％）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版）より筆者作成。
3.2 製造業（含ファウンドリ）
先ず、製造業（含ファウンドリ）における主要企業を具体的にみてみよう。表 3 は 2005
～17 年の売上高上位 10 社のリストを並べたものである。「中芯国際集成電路製造（SMIC：
Semiconductor Manufacturing International Corp. ）」 や 「華 潤微 電子 （ China Resources 




位に名を連ねている。この他、2017 年上位 10 位内の企業では、「上海華虹（集団）（Shanghai 
Huahong〔Group〕）」、「西安微電子技術研究所（Xi'an Microelectronic Technology Institute）」、


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































次に、中国 IC 製造業（含ファウンドリ）における市場集中度の状況をみてみたい。図 18
は、2005 年以降における売上高上位企業の業界総売上高に占める比重を、上位 10 社、上位
3 社、および Top 企業の各々について示したものである。上位 10 社の比重は非常に高く、
2012 年までは 80％台から 90％台を維持してきたが、その後徐々に比重を下げ、2017 年に
は 69.9％となっている。上位 3 社でも、2012 年まではほぼ 60％台から 70％台であったが、
その後低下し 2017 年には 41.9％となっている。2012 年から 2013 年にかけて上位 3 社の比
重が急減したのは（73.9％→44.1％）、「SK 海力士半導体（中国）」と「英特爾半導体（大連）」
の売上高が激減したからである（各々、137.8 億元→96.8 億元、125.6 億元→41.7 億元）。Top
企業も同様に、当初高い水準から（2005 年に 40.7％）徐々に比重を下げながらも 2012 年ま
では 27％以上というかなり高い比率を保っていたが、その後は 20％前後で推移している。
全体的に、2012～13 年頃から比重を下げたことが分かる。




先ず、パッケージ＆テスト業における主要企業を具体的にみてみよう。表 4 は 2005～17
年にかけての売上高上位 10 社のリストを並べたものである。パッケージ＆テスト業は 2012
年頃まで中国 IC 産業総売上高の半分程度かそれ以上の比重を占めてきた主力部門であった
が、同時に外資（および合資）企業の存在感が非常に大きいのも特徴である。例えば、2005











「江蘇新潮科技集団（Jiangsu Xinchao Technology Group）」（その中核企業は「江蘇長電科技」）、
「南通華達微電子集団（Nantong Huada Microelectronics Group）」および「天水華天電子集団
（Tianshui Huatian Electronics Group）」の 3 社に増えたが、その他は外資もしくは合資企業で
ある。ただ、2013 年以降は内資企業の「江蘇新潮科技集団」が Top の座を保持しており、
図 19 にみられるように、業界総売上高に占める比重も次第に増加している。
次に、中国 IC パッケージ＆テスト業における市場集中度の状況をみてみたい。図 19 は、
2005 年以降における売上高上位企業の業界総売上高に占める比重を、上位 10 社、上位 3 社、
および Top 企業の各々について示したものである。上位 10 社の比重は、製造業（含ファウ
ンドリ）ほどではないにしてもかなり高く、2000 年代には 60％台から 70％台で、その後低
下するも、2015 年の 34.5％を底に上昇に転じている。上位 3 位の比重も概ね同様で、2012
年までは 30％台から 40％台であったが、2013 年から 2015 年までは十数％に下げ、その後
上昇に転じている。Top 企業の場合も、2012 年までは十数％から 20％を少し上回る程度で
あったが、2013 年にやや大きく下降し 2016 年以降はまた十数％にまで上昇している。
21
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 19 中国 IC パッケージ＆テスト業における売上高上位企業の業界総売上高に占める比
重（単位：％）
出所）中国電子信息産業発展研究院（2018）、上海集成電路行業協会（各年版）より筆者作成。
第 4 節 主要企業の分析
本節では、中国 IC 産業を代表すると目される幾つかの内資企業について、その経営内容
について検討をする。具体的には、「深圳市海思半導体（Shenzhen HiSilicon Technologies）」
と「中芯国際集成電路製造（SMIC：Semiconductor Manufacturing International Corp.）」の 2 社
を取り上げる。産業の担い手の事例研究を通して、産業統計の分析だけでは分かりにくい実
態を、少しでも解説したい。
4.1 深圳市海思半導体（Shenzhen HiSilicon Technologies）















設計中心」（ASIC＝application specific integrated circuit）が前身である。1993 年には、第 1 号
のデジタル専用 IC の研究開発に成功した。2004 年には、Huawei は売上高 462 億元、従業
員数万人に達する大企業となっており、ASIC 設計中心の基礎の上に HiSilicon を設立した。









8,588.33 億元、研究開発投資は 1,316.59 億元で、売上高の 15.3％である。過去 10 年間の研
究開発投資は合計 6,000 億元以上に上る。同社の特許件数は、2019 年末時点で 8 万 5,000 件
を超え、世界トップクラスである。また、2019 年には、9 万 6,000 人近くの研究開発人員を
擁し、これは全従業員数の 49％に当たる（Huawei, 各年版の 2019 年版, pp. 64-65）。また、




る。これまでに 200 以上のチップを開発し、 8,000 以上の特許を獲得している
（http://www.hisilicon.com/en/AboutUs/Overview）。
ただし、自社開発を重視するといっても、HiSilicon 自身はファブレスであり、Intel や
Samsung のような垂直統合型企業ではない。IC 製造は専業ファンダリの TSMC に委託して
いる。また、チップの設計開発もすべて自力ではなく、ARM コアのライセンスを受けてい



















注 3）2018 年で、HiSilicon、ZTE、Datang の社内取引を差し引くと、中国のシェアは 7％となる。








                                                  
3 2020 年 5 月 6 日づけ IC Insightsの記事による（https://www.icinsights.com/news/bulletins/HiSilicon-
First-ChinaBased-Semi-Supplier-To-Be-Ranked-In-Top10/）。
米国, 69％ 米国, 68％
台湾, 17％
台湾, 16％





































るのは、世界でも米国 Apple、中国 Huawei／HiSilicon、韓国 Samsung、米国 Qualcomm、台
湾 MediaTek（Qualcomm と MediaTek は IC ファブレス）くらいである（清水，2019c）。以
下、業界専門家の記事を参考に、5 特にスマートフォンに関して、Huawei および HiSilicon
                                                  
4 Kirin 9XX は製品名称で、実際のシリコン名称は Hi3690 になる。HiSilicon のプロセッサは初代
の K3 が Hi3610 というシリコン名称で、その後、世代ごとに Hi3620、Hi3630．．．と進んでいる。
例えば、Kirin 990／Hi3690 は 9 世代目ということになる（清水，2019g）。
5 以下の記述は、主にテカナリエ株式会社（http://www.techanalye.com/）代表取締役 CEO の清水
洋治氏による記事に基づいている。テカナリエは、様々なエレクトロニクス製品やそれに搭載さ
会社名 本社所在地 2016 2017E
1 Qualcomm 米国 15,414 17,078
2 Broadcom シンガポール 13,846 16,065
3 Nvidia 米国 6,389 9,228
4 MediaTek 台湾 8,809 7,875
5 Apple 米国 6,493 6,660
6 AMD 米国 4,272 5,249
7 HiSilicon 中国 3,910 4,715
8 Xilinx 米国 2,311 2,475
9 Marvell 米国 2,407 2,390
10 Unigroup 中国 1,880 2,050
Top 10 合計 - 65,731 73,785
その他 - 24,694 26,825




ドした Nokia、Motorola、Blackberryなどはその後苦杯をなめ、それに代わり、Appleや Samsung 
Electronics、さらにそれに続き Huawei、Lenovo、OPPO、VIVO、Xiaomi などの中国メーカー
が台頭してきた（清水，2016b）。中国スマーフォンメーカーの台頭は段階を追っている。第
1 期は、2010～12 年で、先行する Apple や Samsung の模倣時期である。先端製品よりも若
干性能の劣るミドルハイクラスのスマートフォンやタブレットを数多く打ち出し、中身も
普及の進んでいるチップセットを流用しているにすぎなかった。第 2 期は、2013 年以降で
ある。Qualcomm らの最先端プロセッサを世界で初めて採用するケースが増えてくる。同時
に中国国内の半導体メーカーも Qualcomm の「Snapdragon」に劣らないプラットフォームを




プロセッサを統合したもので、Qualcomm の Snapdragon や MediaTek の Helio、HiSilicon の
Kirin がその例）、②電源 IC（プロセッサの動作や状況に合わせて電圧をコントロールした
り、電源供給を止めたりする役割を担う）、③通信用 RF トランシーバ （ー通信可能な TX/RX
回路を含む）、④オーディオ IC（CODEC などの機能を備えている）、⑤Wi-Fi や Bluetooth












ラットフォームは通常年に 1 回しか更新しない。しかしここ数年、HiSilicon 等の中国のチ
ップメーカーは 1 年に 2 回チッププラットフォームの更新を行っている。例えば、HiSilicon




の 結 果 を 『 EE Times Japan 』 に 「 製 品 分 解 で 探 る ア ジ ア の 新 ト レ ン ド 」





Kirin 6XX シリーズも上記 Kirin 9XX と同じペースで更新を行っている（以上は、清水，2017a
による）。以上は、Huawei／HiSilicon の製品開発力が世界のトップメーカーと肩を並べるか、
もしくはそれを凌いでいることを示唆している。
2017 年には AI チップも数多く世に出回ったが、モバイル系プロセッサも AI 向けの機能
IP を搭載した。メーカーごとに呼び名は異なるが、例えば、Samsung の Exynos 8895 では
「Vision Processing Unit」、Apple A11 BIONIC は「Neural Engine」、そして HiSilicon の Kirin 
970 には「Neural Processing Unit」が搭載されている（清水，2017e）。




端の IC 製造技術である 7 nm プロセスの量産品第 2 号であった（第 1 号は、Apple が 2018
年 9 月に発売した「iPhone XS」「iPhone XS Max」に使用された「A12」プロセッサ）。こ
の点で Qualcomm や Samsung より先んじており、HiSilicon が抜きん出た技術力を持つこと
を証明している。なお、Mate 20 Pro の中身は、骨格は HiSilicon 製のチップだが、半分は日
欧米のチップである。当時、米中貿易戦争のあおりで Huawei への風当たりが強くなってき
ており、Mate 20 Pro にも「余計なもの」（バックドアの機能）が搭載されているとの噂が流
れた。しかし、テカナリエが同製品を分解して精査した結果、そうしたものは一切存在しな
かったと結論付けられた（清水，2018b，2019a）。
ところで、スマートフォンは通常 5 種のチップ（プロセッサ、電源 IC、通信用 RF トラン
シーバー、オーディオ IC、Wi-Fi や Bluetooth などのローカル通信チップ）から構成され、
これらをひとまとめにしたものをチップセット（もしくはプラットフォーム）というと上述
したが、初めから全部揃っていたわけではない。例えば、中国製スマートフォンは長らく、
近傍通信（Wi-Fi や Bluetooth）に欧米メーカーのチップを使い続けてきた。Apple の「iPhone 
7」などと並んで 2017 年の最新スマートフォンのひとつであった Huawei「P10 Plus」のチッ
プセットでは、Wi-Fi／Bluetooth／GNSS（GPS など）チップは別メーカ （ーBroadcom など）
製を採用している。しかし、その頃から徐々に HiSilicon の他、ZTE、RDA、Spreadtrum など




Qualcomm、MediaTek、Intel といった先進メーカーに加え、HiSilicon や Spreadtrum、Rockchip、









2019 年 6 月には、Huawei 初の 5G スマートフォン「Mate 20 X（5G）」が発売されたが、
その骨格は、5G ベースバンド・プロセッサの HiSilicon 製「Balong 5000」（5G 通信を担う。
これ自体が RF トランシーバーやパワーアンプの一部をもカバーしており、一種のチップセ
ットとなっている）、および同じく HiSilicon 製のプロセッサ「Kirin 980」（アプリケーショ
ンとベースバンド機能を 1 チップ化。4G までの通信と CPU、GPU、NPU〔neural processing 
unit〕などを統合するプロセッサで、2018 年末から Huawei「Mate 20 Pro」や「P30 Pro」な
ど多くの機種に採用されている）で構成されている。これらを含め Mate 20 X（5G）に使用
されている IC の約半数は HiSilicon 製チップであり、こうした網羅的・包括的なプラットフ
ォームを作れるメーカーは、現在 HiSilicon に加え Qualcomm、Samsung、MediaTek と世界に
4 社しかない（清水，2019e）。
これだけでも凄いのだが、米中貿易戦争が白熱した 2019 年の後半に Huawei から発売さ
れた最上位スマートフォン「Mate 30 Pro」では、Huawei の意地からか、米国製半導体はほ
ぼ使われていない。骨格として搭載されているのは、HiSilicon 製の最新プロセッサ「Kirin 
990 5G」である。Kirin 990 5G は、第 2 世代の 7 nm プロセスを用い、5G ベースバンドとア
プリケーション・プロセッサを世界で初めて統合して 1 チップ化したものである。Kirin 990
は Kirin 980 と同様、アナログチップなども複数そろえたチップセットであるが、異なる点
として通信用パワーアンプも自社製でカバーしていることがある。5G の商用化が海外では
本格化した 2019 年、5G ベースバンドチップをリリースできているメーカーは Qualcomm、
Samsung、HiSilicon の 3 社だけだが、いずれも 2 チップ構成であった（HiSilicon も 2019 年
前半までに適用された Kirin 980 では 5G ベースバンドチップ Balong 5000 と組み合わせてい
た）。Kirin 990 5G の登場によって 1 チップ化が始まったのである。HiSilicon が通信プロセ
ッサで世界に先駆けてリリースした事例は過去に何回かあるが、特に 5G のような象徴的チ
ップで、競合よりも 1 年近く早期に 1 チップ化製品を打ち出せたことは、HiSilicon の高い
開発力を示している（清水，2019f）。
なお、2019 年は IC 製造技術としては 7 nm プロセスが主流となり、5G と AI 対応プロセ
ッサが一気に製品化された年であった。HiSilicon は同じ時期に 7 nm を用いた Kirin 990（4G











SMIC は、2000 年に、台湾出身の張汝京（Richard Chang）氏により創設された専業ファウ
ンドリである。張汝京氏は、台湾大学卒業後、米国に留学し、TI に 20 年間勤務した。TI 勤
務時に、6 つの半導体工場の建設に携わった。TI 退職後、1996 年に台湾で「Worldwide 
Semiconductor Manufacturing Corp.（WSMC）」を創設し、その後上海に移って、2000 年 4 月
に SMIC を創設した。以来、SMIC の総裁として、上海にて 8 インチ工場 3 つ、北京で 12 イ
ンチ工場 1 つを立ち上げ、モトローラの天津工場（8 インチ）1 つを買収するといった拡張
戦略を推し進めた。さらに 2004 年 3 月には、SMIC は香港と米国で同時に株式上場を果た
した。また同年は売上高およそ 10 億米ドルに達し、ファウンドリ業界で世界第 3 位に躍り
出たのである。
ただ、その後 4 年の間に、過度の拡張戦略のため企業の財務状況は悪化していた。加え
て、同時期に、台湾の TSMC（ファウンドリ業界トップ企業）が SMIC を相手取り、特許侵
害と企業機密の不正利用があったとして米国の裁判所で訴訟を起こしていた。実は TSMC
創設者で会長（当時）の張忠謀（Morris Chang）氏は張汝京氏にとって TI 時代の上司であっ
た。また、張汝京氏が台湾で設立した WSMC は TSMC と競合関係にあったが、2000 年に、
WSMC は張汝京氏の意に沿わぬ形で TSMC に買収され、その直後に張汝京氏は上海に渡っ
て SMIC を創設したという因縁があった。SMIC の工場設立に際して、TSMC を含む他社か
ら技術者を引き抜いたが、こうしたことが訴訟の背景にあったのである。なお、TSMC によ
る SMIC への提訴は、最初に 2003 年になされ、2005 には一旦和解が成立したものの、2006
年に和解合意に違反したとして再び提訴がなされていた。2009 年 11 月に TSMC の勝訴が
確定し、SMIC から TSMC へ 2 億米ドルの支払いおよび TSMC への SMIC 株譲渡（当時発
行されていた全株式の 8％ほど）を含む合意が締結された。
これを機に張汝京氏が SMIC を去ることとなり、跡を継いで、Applied Materials 副総裁や
上海華虹集団 CEO の経験のある王宁国（David Wang）氏が総裁となった。ところが 2011 年
には、社内の権力闘争により、王宁国氏を含む多数の幹部社員が離職し、一時 SMIC の経営
を揺るがすこととなる。その後 CEO となった邱慈雲（Chiu Tzu-Yin）氏の下で経営再建がな
され、2017 年には、趙海軍（Zhao Hai-Jun）氏と梁孟松（Liang Mong-Song）氏が共同 CEO
を勤める体制となった。このうち梁孟松氏は台湾出身で、TSMC に十数年勤務し同社の研究
開発担当の上級幹部職を勤めた後、Samsung に転職し同社の研究開発副社長に就任した人物
である（TSMC から、Samsung に技術漏洩したとの疑いで提訴された）。SMIC が 14 nm 以
降の FinFET プロセスの研究開発と商業化を進める上で大きな貢献をしている。6
                                                  
6 以上の記述は、「百度百科」の「張汝京」（https://baike.baidu.com/）、Manners（2009）、SMIC（各
年版の 2009 年版, 2011 年版）、「維基百科，自由的百科全書」の「梁孟松」（https://zh.wikipedia.org/）、
中国電子信息産業発展研究院（2018, pp. 191-198）などに拠っている。
30
表 6 ファウンドリ売上高 Top 10（単位：100 万米ドル）
出所）泉谷（2019, p. 64）より引用（若干の変更を加えた）。




SMIC のファウンドリ業界での位置づけを示す資料として表 6 と図 21 をあげる。ファウ
ンドリ売上高 Top10（2016～18 年）を示した表 6 からは、SMIC は第 4 位に位置するもの
企業 本拠地 2016年 2017年 2018年
1 TSMC 台湾 29,614     32,188     34,061     
2 GlobalFounrdies 米国 5,545       5,600       5,500       
3 UMC 台湾 4,621       4,916       4,996       
4 SMIC 中国 2,920       3,100       3,360       
5 Powerchip 台湾 1,307       1,524       1,648       
6 TowerJazz イスラエル 1,250       1,387       1,304       
7 Vanguard 台湾 807          820          955          
8 HH-Grace 中国 721          808          930          
9 DB Hitek 韓国 675          600          608          


























の、トップ企業の TSMC と比べると 10 分の 1 ほどでしかないことが分かる。図 21 は、2019
年第 2 四半期のファウンドリ総売上高に占める主要企業のシェア（推定値）を示したものだ
が（ここでは、専業ファウンドリではない Samsung も含まれている）、やはり TSMC が 49.2％
と圧倒的であり、SMIC は中国最大のファウンドリであるとはいえ、世界シェアは 5.1％に
過ぎないことが理解される。
最後に、SMIC に対する中国政府の支援について言及しよう。2014 年 9 月に設立された
「国家 IC 産業投資基金」（「国家集成電路産業投資基金」、通称「大基金」）は、2018 年 6 月
までに総額 1,387 億 2,000 万元（196 億 3,000 万米ドル）を上場企業 20 社超、非上場企業 50
社超に対して投資した。製造業、設計業、パッケージ＆テスト業、設備・材料業への配分は
各々、63％、20％、10％、7％であった。SMIC は、政府からとりわけ手厚い支援を受けた企
業のひとつで、41 億 5,000 万元の投資を受け、イタリアの LFoundry の買収や北京・天津・
上海工場の拡張建設が進められた。2020 年 3 月には、2,041 億 5,000 万元（289 億米ドル）
規模の「国家 IC 産業投資基金」第 2 弾が投資段階に入ったと伝えられている（尹麗波, 2019, 
pp. 196-203; 佐野, 2020 など）。








先ず、SMIC の収益性についてみてみよう。図 22 は同社の売上高と純利益の推移（2002
～19 年）を示したものである。売上高は、2013 年に 20 億米ドルを超え、さらに 2017 年に
は 30 億米ドルの大台を超えた。2019 年は 31.2 億米ドルである。純利益については、 2010
年代初頭まで赤字かせいぜい小幅の黒字という状況が続いていた。2008 年の大幅赤字は世
界金融危機の影響であり、2009 年には上述したような TSMC との訴訟における敗訴確定の
ダメージも加わった。2011 年の赤字は世界的な景気後退に加え上述の社内紛争による経営
混乱が影響しているとみられる。その後、経営立て直しが進み、2013 年以降はどうにか黒
字基調に転じたようである。2019 年は 1.6 億米ドルの純利益があった。ちなみに、ファウン
ドリのトップ企業である台湾の TSMC は、2019 年のデータで、売上高は 346.7 億米ドル、
純利益は 111.9 億米ドルで（TSMC, 各年版の 2019 年版, p. 91）8、各々、SMIC の数値の約
11 倍と約 70 倍である。
                                                  
7 「中国、ファーウェイ支援に SMIC を担ぐ 2400 億円出資」『日本経済新聞』（2020 年 5 月
21 日）（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO59417670R20C20A5FFJ000/）による。
8  TSMC の「年報（Annual Report）」（TSMC, 各年版）の各種金額データは台湾元（NT$）で表示
されている。ここでは、1 NT$＝0.0324 US$のレート（2019 年の各月終値の平均値）で計算した
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図 22 SMIC の売上高と純利益の推移（単位：100 万米ドル）
出所）SMIC（各年版）より作成。
図 23 SMIC の粗利益率、営業利益率、純利益率の推移（単位：％）
出所）SMIC（各年版）より作成。
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利益率をみると決して高いとはいえない。図 23 は SMIC の粗利益率、営業利益率、純利
益率の推移（2003～19 年）を示したものである。世界金融危機の影響を受けた 2008～09 年
は別として、2010 年代に入っても、粗利益率（売上総利益÷売上高×100）は概ね 20％台、
営業利益率（営業利益÷売上高×100）と純利益率（純利益÷売上高×100）はどちらも概ね
10％以下に過ぎない。2019 年は、粗利益率 20.6％、営業利益率 1.6％、純利益率 5.1％であ
った。ちなみにファウンドリのトップ企業のTSMCは、2019年のデータで、粗利益率46.0％、






そこで先ず、SMIC の設備投資額の推移（2001～19 年）をみてみよう。図 24 によれば、2004
年に 18.4 億米ドルの山があるものの概ね 10 億米ドル未満の年が続き、2015 年以降、投資
額が急増していることが分かる。上述したように、国家 IC 産業投資基金からの支援が背景
にある。ピークは 2016 年の 27.6 億米ドル、2019 年には 18.7 億米ドルであった。ちなみに
ファウンドリのトップ企業の TSMC は、2019 年のデータで、設備投資額は 149.2 億米ドル
で（TSMC, 各年版の 2019 年版, p. 99）、SMIC の約 8 倍である。9
図 24 SMIC の設備投資額（単位：100 万米ドル）
注）ここでの設備投資額は、毎年の「Consolidated Statement of Cash Flows」の「Payments for property, plant 
and equipment」の数値である。
出所）SMIC（各年版）より作成。
                                                  
9 ここでの「設備投資額」は、各社の「年報（Annual Report）」の中で、「Consolidated Statement of 
Cash Flows」の「Investing Activities」の「Payments for property, plant and equipment」（SMIC, 各年
版）、および「Consolidated Statements of Cash Flows」の「Cash Flows from Investing Activities」の
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図 25 SMIC の（四半期ごとの）生産能力推移（単位：枚／月，8 インチウェハ換算）
注 1）四半期ごとに月産能力を計算し、並べている。
注 2）「Avezzano Majority-Owned Fab (8")」は、イタリアの「LFoundry S.r.l」を買収したもので（2016 年 6 月
合意）、主に自動車用や産業用の製品（CMOS イメージセンサ、セキュリティ、スマートパワー、組み込み
メモリ等）を扱う。ただし、その後、LFoundry は江蘇省の Jiangsu CAS-IGBT Technology（JCIT）に売却さ
れたため（2019 年 3 月合意）、2019 年の途中で図中から消えている。
出所）SMIC ウェブサイトの「Historical Financials」の「Capacity Utilization」（https://www.smics.com/en/site/
company_financialSummary）に基づき作成。
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上の図 24 の動きと連動し、2000 年代半ばにひとつの山があり、さらに 2010 年代後半に急
増しているのが分かる。例えば、2015 年第 4 四半期の生産能力は 28 万 4,250 枚／月（8 イ
ンチウェア換算、以下同様）であるが、2016 年の第 4 四半期には 40 万 6,250 枚／月と急増
し、その後微増と微減の波があり、2019 年第 4 四半期には 44 万 8,500 枚／月となっている。
また 2010 年代後半の地域別動向としては、12 インチ Fab（工場）は北京に集約され、8 イ
ンチ Fab は上海、深圳、天津に（比較的バランスよく）配置される流れであることが見て取
れる。なお、ファウンドリトップ企業の TSMC は、生産能力では、単純計算で、SMIC の約
5 倍とみられる。10





り）の影響のあった 2011 年を除いて、概ね 80～90％台と高い水準を記録している。
図 26 SMIC の（四半期毎の）生産能力利用率の推移（単位：％）
注）生産能力利用率は、各四半期の生産量を想定生産能力で割ったものである（想定を超えた場合は、利
用率が 100％を超えることもある）。
出所）SMIC ウェブサイトの「Historical Financials」の「Capacity Utilization」（https://www.smics.com/en/site/
company_financialSummary）に基づき作成。
最後に、SMIC の工場の基本データを示す（表 7）。表中にはないが、2007～08 年にかけ
て、成都と武漢の各々で、市政府が資金を出し SMIC が生産業務を担う形で工場が立ち上げ
られたが、その後、SMIC は手を引いている。また、2014 年には、パッケージ＆テスト専業
                                                  
10 SMIC の 2019 年の生産能力は平均 460,375／月（8 インチ換算）である（SMIC ウェブサイト
の「Historical Financials」の「Capacity Utilization」＜https://www.smics.com/en/site/company_
financialSummary＞より計算）。他方、TSMC は 12～13 百万枚／年（12 インチ換算）で（TSMC, 
各年版の 2019 年版, p. 71）、12 インチ＝8 インチ×2.25 で計算すると、平均 2,250,000～2,437,500
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の「江蘇長電科技（Jiangsu Changjiang Electronics Technology）」と合弁で「中芯長電半導体（SJ 
Semiconductor）」（江蘇省江陰市）を設立した。12 インチ・ウェハのバンピングとウェハ試
験、および先進的ウェハレベル・パッケージングを専門に請け負う（http://www.sjsemi.com/）。
表 7 SMIC の工場の基本データ（2018 年 3 月時点）
注 1）建設中のものも含む。
注 2）Cu は、銅（Cu）配線技術。




ただし 2009 年はデータが得られなかった）。同図より、SMIC において各世代のプロセスが
何時ごろから商業化されたかが概ね分かるだろう。また、近年の状況について、成熟したプ
ロセス（0.18µm）にも依然少なからぬニーズがあり、同時に 55/65 nm 以降の先端プロセス
の需要も伸びてきていることが理解される。応用分野としては、例えば、28 nm ではモバイ
ル・コンピューティング、スマートフォン、タブレット、デジタル TV、セットトップボッ
クス、ネットワーキング、40 nm ではスマートフォン、デジタル TV、セットトップボック











12 北京 － Fab4 (B1) 4.5 90-65nm CMOS
12 北京 － Fab6 (B2A) 3.5 65-28nm CMOS
12 上海 － Fab8 (S2A) 2 40-28nm CMOS
12 北京 40億米ドル B2B 3.5 28-14nm CMOS
12 上海 SN1 3.5 14-10nm 研究開発
12 上海 SN2 3.5 28-14nm CMOS
12 深圳 106億元 Fab16 4 90-40nm CMOS
8 上海 － Fab1 (S1) 5.5 35µm-90nm CMOS
8 上海 － Fab2 6.5 35µm-90nm CMOS
8 上海 － Fab3 3 13µm-90nm　Cu*
8 天津 － Fab7 (T1A) 4.5から15に拡張 35µm-90nm CMOS




micro electro mechanical systems）などの特殊プロセスに対するものも少なからずあり、これ
らはプロセス技術としては比較的成熟した世代のものを使用する（以上、SMIC ウェブサイ
ト＜http://www.smics.com/en/site/technology＞を参照した）。
図 27 SMIC の各プロセス世代が売上高に占める割合の推移（単位：％）
注 1）2009 年はデータが得られなかった。
注 2）2004～06 年は第 4 四半期のデータ、他は全年のデータ。
注 3）2019 年の「28 nm」の数値は、「28 nm and 14 nm」の意味。
出所）SMIC（各年版）より作成。
参考までに、ファウンドリのトップ企業の TSMC について、同様のデータを過去 5 年分
（2015～19 年）のみ示しておく（図 28）。プロセス世代の分類の仕方が若干異なるが、この
5 年分を比較すると、SMIC は 90 nm 以前の成熟したプロセスのシェアが依然、売上高の
50％以上を占めるのに対して、TSMC では 26％（2015 年）から 15％（2019 年）へと急減し
ている。先端プロセスをみると、SMIC ではようやく 2016 年頃から 28 nm が商業化され、
しかし 2019 年においても 28 nm（および 14 nm）は売上高の僅か 4％を占めるのみである。
これに対して、TSMC では 2015 年時点で 28 nm 以降の世代が 48％占め、2019 年には 67％
に上っている。しかも、16/20 nm、10 nm、7 nm といった新世代が順次打ち出され、2019 年
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図 28 TSMC の各プロセス世代が売上高に占める割合の推移（単位：％）
出所）TSMC「Quarterly Management Report」の 2016 年 4Q 版、2017 年 4Q 版、2018 年 4Q 版、2019 年 4Q
版（https://www.tsmc.com/）より作成。
続いて、図 29 は SMIC の研究開発費とその対売上高比率の推移（2003～19 年）を示した
ものである。2014 年までは 2 億米ドル以下で推移していたが、2015 年から急速に増加し、
2019 年には 6.9 億米ドルとなっている。同様にその対売上高比率も、2015 年の 12.2％から
2019 年の 22.1％へと急増している。特に、SMIC「年報（Annual Report）」によれば、2018 年
は研究開発を加速した年であったとされ、その成果の例として、28 nm HKC+（HKC=high-k 
metal gate compact）および 14 nm FinFET 技術の開発を完成したことをあげている（SMIC, 
各年版の 2018 年版, p. 11）。実は、2017 年末まで、SMIC は FinFET 関連技術の特許出願数で
世界のトップ 5 に入っていた（SMIC, 各年版の 2017 年版, p. 16）。ちなみに、ファウンドリ
のトップ企業である TSMC の 2019 年の研究開発費は 29.6 億米ドルで（TSMC, 各年版の
2019 年版, p. 72）、SMIC の約 4.3 倍である。
なお、SMIC の研究開発費はこうした先端ロジック・プロセス技術だけでなく、様々な特
殊プロセス・製品の開発に対しても継続的に投入されている。例えば、パワーマネジメント
IC、バッテリマネジメント IC、eEEPROM（electrically erasable programmable read-only memory）
（e=embedded、以下同様）、eFlash、マイクロプロセッサ、Ultra-Low Power（超低消費電力）
技術、Radio Frequency（高周波）IC、無線接続、タッチコントローラ IC、バイオメトリック

























の開拓で不可欠のものである（SMIC, 各年版の 2018 年版, p. 12）。
図 29 SMIC の研究開発費とその対売上高比率の推移（単位：100 万米ドル、％）
出所）SMIC（各年版）より作成。
（5）製品の応用分野および顧客の国・地域分布






2010 年代後半に激減した（2007 年の 26％から 2008 年の 8％へ）。これは、当初 SMIC が（主
にコンピュータ向けの）汎用 DRAM（メモリ）の受託製造も手掛けていたが、利益が薄い
ため退出したことを反映している（SMIC, 各年版の 2008 年版, p. 16）。
35 
74 79 
94 97 106 











































図 30 SMIC 製品の応用分野別にみた売上高に占めるシェア（単位：％）
注）「Auto/Industrial」は、2015 年以前は「Others」に含まれていたと思われる。
出所）SMIC（各年版）より作成。




2002～06 年と 2007～19 年の 2 つに分けて作成した。
図 31（2002～06 年）では、米国のシェアが大きく 30～40％程度である。欧州のシェアも
増加し 2006 年には 30％となっている。残りは台湾、日本、およびアジア・太平洋（台湾・
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図 31 SMIC の顧客（売上高シェア）の地理的分布（2002～06 年）（単位：％）
出所）SMIC（各年版）より作成。
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2007 年の 42％、2008～13 年には概ね 50～60％の間である。その後、徐々にシェアを減じ、
2019 年には 26％となっている。残りは、欧州、アジア・太平洋（中国・台湾・日本を除く）、
台湾、および日本であるが、これらは 2013 年以降ユーラシアとして一括されている（内訳
は不明）。これらに関しては、2007～12 年の間では、欧州がシェアを減じ（2007 年の 21％
から 2012 年の 2％へ）、台湾は一定程度を維持している（7～14％の間）。アジア・太平洋は











グ機器、WLAN（wireless local area network）関連製品向けである。中国顧客は、コンシュー
マ・エレクロト二クスと通信機器の両方にニーズがあり、具体的な製品としてはデジタル
TV、セットトップボックス、モバイル機器、ポータブルメディアプレイヤー、PDA（personal 
digital assistant）があげられている（SMIC, 各年版の 2010 年版, p. 12）。
どちらかといえば米国顧客の方がより先端技術に対するニーズが高いのではないかと推
測されるが、米国顧客が主に先端プロセスを、中国顧客が主に成熟プロセスを使用するとい
う単純な図式ではない。2014 年の SMIC「年報（Annual Report）」では、「我々の中国市場に
おけるビジネスの目標は、単に売上を伸ばすことだけではなく、先端技術、特に 55/65 nm、
40/45 nm および 28 nm プロセス技術を使用する新しい IC デザイン（を有する顧客）の数を
増やすことである」と述べられている（SMIC, 各年版の 2014 年版, p. 14）。中国顧客による
先端プロセス使用の例はそれ以前から徐々に増加しており、2016 年の「年報」では、「中国
の顧客は、2016 年に、先端ノード（90 nm およびそれ以降）のウェハ売上高の 63.3％を占め




第 5 節 まとめ
この終節では、これまでの分析の要約をする。先ず第 1 節では、売上高、国内市場、国際
貿易について分析した。主な結果は次の通りである。売上高は、2002～17 年の間に 20.2 倍
へと増加した。2011～17 年の間でも 2.8 倍の規模になっている。成長率は（世界金融危機の
影響のある 2011～12 年を除き）2013 年以降は 20％前後の高水準を維持している。その中
で、3 部門の比重をみると、2000 年代初頭では相対的に労働集約的なパッケージ＆テスト業
の比重が 70％超を占めていたが、その後徐々に低下し、2017 年には 30％強となっている。
代わりに台頭したのは設計業で、2000 年代初頭の 10％弱から 2017 年には 40％弱にまで増
加している。製造業（含ファウンドリ）は概ね 20％台から 30％台を維持している。
国内市場（国内での IC 販売額）については、2001～17 年の間に 11.3 倍へと増加した。
2011～17 年の間に限っても 1.8 倍の規模になっている。世界金融危機以降の年成長率は数％
から 10 数％である。IC の応用分野では、2007 年以降 5 年ごとの数値をみる限り、コンピュ
ータとネットワーク通信が中心であり（ただし、前者は 40％強から 30％弱に比重を落とし、
後者は約 20％から約 30％へと伸ばしている）、加えて消費電子が 20％台を保っている。こ
の他、工業制御と自動車も各々数％から十数％だが、比重を漸増させている。
国際貿易では、2000 年台半ば以降 2017 年までのデータをみると、一貫して大幅入超であ
る。しかも、輸出入品 IC チップの平均単価をみる限りでは、依然相対的に輸入は高単価製
品、輸出は低単価製品が多いことが窺われる。
第 2 節では、国内地域別の発展状況をみた。2007 年以降 2、3 年ごとのデータをみる限り、
売上高の地域別比率では、長江デルタ地域が当初圧倒的なシェアを持ちながらも次第に減







主要都市の概要では、先ず上海市について、2017 年で、IC 産業売上高で全中国の 21.8％、
同様に設計業で 21.1％、製造業で 19.5％、パッケージ＆テスト業で 16.4％を占める重鎮都市
であることが指摘された。北京市は、2017 年で、IC 産業売上高で全中国の 9.9％を占める。
北京大学や清華大学をはじめとする多数の大学・研究機関が立地し人材と研究開発面で優
位性を持つ。部門別には設計業が主体だが、SMIC の 12 インチ工場等が立地するように製
造業でも一定のプレゼンスを持つ。深圳市は、設計業が中心であり、2017 年で、全中国の
設計業売上高の約 30％を占める。ただし、その大半は Huawei 傘下の HiSilicon と ZTE 傘下
の Sanechips によるものである。深圳市には、Huawei や ZTE、BYD、Konka、Skyworth、DJI
等の注目を集めるエレクトロニクス・メーカーが多数集積し IC 需要を生み出している。
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第 3 節は、IC 産業の各部門の発展状況、とりわけ、売上高上位企業の構成と市場集中度
について分析した。設計業では、内資企業の存在感が大きいのが特徴である。売上高上位 10
社の中で 9 社が内資企業であり（2017 年）、2010 年頃から HiSilicon や Spreadtrum（2015 年
以降は、Tsinghua UNISOC に統合）が各々1、2 位の座を保持している。参入企業が多いせい
か、上位 10 社の市場集中度は比較的低く、この十数年間 40％前後で推移している。
製造業（含ファウンドリ）では、上位 10 社の中では、近年、内資企業と外資（および合
資）企業の数がほぼ拮抗している。内資では中芯国際集成電路製造（SMIC）や上海華虹（集
団）、華潤微電子が上位の常連である。上位 10 社の市場集中度は非常に高く、2012 年まで




上位 10 社の市場集中度は、2000年代には 60％台から 70％台と製造業に次いで高かったが、
その後低下し、過去数年は 30％台から 40％台で推移している。
第 4 節は主要企業の事例分析であり、海思半導体（HiSilicon）と中芯国際集成電路製造
（SMIC）の 2 社を取り上げた。HiSilicon は、Huawei の半導体子会社であり、近年成長著し







SMIC は、中国内資としては最大の IC 製造企業で主力専業ファウンドリである。ただし、
データに基づいてその経営内容を分析すると、世界の上位企業、とりわけファウンドリ Top
の TSMC とは依然、大きな距離があることが判明した。例えば、2019 年で、売上高と純利
益では TSMC は SMIC の各々、約 11 倍と約 70 倍で、各種利益率でも大差がついており、
SMIC の収益性は決して優良であるとはいえない。設備投資額と生産能力でも、2019 年で、
TSMC は SMIC の各々、約 8 倍と（内容構成を無視した単純計算で）約 5 倍とみられる。先
端プロセスの商業化でも、2019 年時点で、SMIC はようやく 28 nm（および少量の 14 nm）
が売上高の僅か 4％を占めるだけなのに対して、TSMC は 28 nm 以降の先端世代が 67％、
（その時点で最先端の）7 nm が 27％を占めている。研究開発費でも、2019 年で、TSMC は
SMIC の約 4.3 倍である。他方で、SMIC は、中国を代表するファウンドリとして、近年の
国内ファブレスの急成長に伴うビジネスチャンスを最も享受しやすい立場にある。実際、近
年同社の売上高に占める中国顧客の比重は質量の両面で増加している。すなわち、2019 年
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